鎌倉市自治基本条例策定市民会議第４６回策定委員会会議の概要
	日　　時　　　　　　　平成２０年１０月２０日（月）午後６時　～　９時

	場　　所　　　　　　　市役所　本庁舎２階　２０１会議室

	出席者：柳下、鈴木、郡司、太田、小泉、平倉、小田切、児島、渡辺、松本、宅見、三嶋、（推進委員会：幸道、山村）

事務局：征矢、渡邉　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（敬称略）

	会議の概要

●　前文について
・「自治基本条例前文に書き込むキーセンテンス（案）と討議の経過」は、前文の原文に前文のキーセンテンス（案）～通し版～及び討議の経過を付けて、次回の全体会に提出する。
●　０３　用語の定義について

・定義より用語の意義としてはどうか。
（市民について）

・市民は主権者として、その他は参加権があるとしたらどうか。
・市民自治の主体は誰か、条例では明確にしておく必要がある。
・主権者と主体とは違う。権利義務だけで市民は自治を行っているのではない。
・阪神、淡路大震災時には、勤務者は勤務地で市民として活動していた。市民は広く捉えるべきではないか。
・選挙権となると、日本国籍の住民だけとなる。選挙権がないと市民ではないのか。住民であっても外国人には選挙権がない。主権者の表現を何かに置き換えられないか。別途定める方法はないか。
（協働について）

・協働とは、対等な立場で役割を分担するとあるが、行政と住民は対等ではない。

・協働は、行政が市民に役割を押し付けることになりかねないので、使わないほうがよいのでは。
・協働よりは連携のほうがよいのでは。
・市民の自主性尊重が原則であるので、協働を使ってもよいのでは。
・市民から協働を求める流れがあり、いろいろな協働が行われている。

・協働のまちづくりとしたらどうか。お互いがよいものを吸収しあい、お互いの自主性を尊重していくもの。市民も職員も頭においておく必要があるので、協働を入れるのは必須である。
・まちづくりは、戦う、考える、つくるの三つからなる。考える、つくるを協働で行うということ。
・市民の信託に答える形で連携するということか。
・市民の不満を解消するために必要な制度をつくろうとしている。その視点で考えるべきで、行政と平等で進めていく必要があるのでは。
・市民が主体となった協働を入れてはどうか。
・協働とは、お互いの信頼関係を樹立して行っていくもので、お互いの協力関係を示すものである。
・参加、参画、協働となってきた。１０年、３０年後を見据えて、正しい意味での協働を条例に盛り込んでおきたい。
・若い人、働いている人に協働は無理ではないか。
・すべてを協働で行うのではないので、場面場面で頭においておく必要があるということ。
用語の定義

０３　用語の定義
· この条例において用語の意義定義は次の各号による。

（1） 市民　鎌倉市に居住する者、在勤・在学する者、市内で活動する者をいう。

（2） 事業者等　営利、非営利を問わず鎌倉市内で活動を行う団体をいう。

（3） 参加　市民が市の政策形成や実施、評価の各段階で主体的に関わり行動することをいう。（参画と同義）

（4） 協働　この条例で、協働とは、市民、事業者議会、市長・執行機関がお互いの役割と責任のもとに、互いの自主性を尊重し、対等の関係で連携・協力をはかることをいう。

（5） 執行機関　市長の補助機関、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、公平委員会、農業委員会及び固定資産評価委員会をいう。

（6） 市　基礎自治体としての鎌倉市をいう。
（解説）
この条例で使われる「市民」「事業者等」「参加」「協働」「執行機関」「市」の用語について定義をします

（1） 「市民」とは、市内に住所を有する人（国籍は問いません）、市内の事業所に勤務している人、市内の学校に通学している人、市内で市民活動をしている人など様々な活動をしている個人をいいます。

（2） 「事業者等」とは、営利・非営利を問わず市内で活動する団体と定義します。営利企業は当然これに含まれますし、市民活動団体も含みます。

「参加」「協働」「執行機関」「市」は項目の文言のとおりです。

なお「参加」については参画という言葉もありますがこの条例では参加で統一して使います。

●　０４　市民自治の基本理念について

・市民は自治の主権者とするか主体者とするか。

・（３）を新たに付け加えたい。

市民自治の基本理念・原則　
　　　　

０４　市民自治の基本理念

· 鎌倉市における市民自治の基本理念は次に掲げるものとする。

（1） 市民は、自治の主権者（主体）主体者主権者であることを自覚し行動する。市民は、鎌倉のまちが、平和や個人の尊厳と自由を尊重し、健康で豊かな市民生活、歴史的遺産と自然及び生活環境を守るまちとして発展するように努める。　
（２）　市民は、鎌倉のまちが、平和や個人の尊厳と自由を尊重し、健康で豊かな市民生活、歴史的遺産と自然及び生活環境を守るまちとして発展するように努める。　
（2） 市民は、この目的を果たすため、市民の総意で市を設置し、二元代表制の下、市政に進んで参加し、自治を主体的に進める。の一部を議会、市長に信託し、市民は市政に進んで参加する。
（3） 市は、市民の意志に基づく市政運営に努め、市民の信託に応えなければならない。

（4） 市は、国・神奈川県及び他自治体と対等・協力の関係であり役割分担を担い、自主、自立の立場を堅持して市政運営をはかる。

（解説）
市民自治を進めるための基本理念はまず、市政の主人公は市民であることを自覚し行動することです。

新しい自治のまち鎌倉を目指す私たちは、お任せ民主主義ではなく、市民自治の基本理念を深く自覚する必要があります。

また目指すべきは、市民の心が通い合い、歴史的遺産を守り活かしたまちづくりです。

分権改革の中で地方自治体は地方政府であることが云われています。そこで市民の総意で市を設置することを宣言します。

さらに国や県と対等・協力の関係であることを確認します。
●　０５　市民自治の基本原則について

・市民主権の原則を加えたい。
· ０５　市民自治の基本原則

· 市民、議会、市長・執行機関は次に掲げる原則に基づいて自治運営を行う。

（1） 市民主権の原則

（2） 市民参加の原則
（3） コミュニティー（共同体）主体の原則

（4） 情報公開、情報共有の原則

（5） 協働の原則

（6） 法令の自主解釈・運用の原則
（7） 財政自治の原則
（8） 国・神奈川県及び他自治体との対等・協力の原則
（解説）
市民自治の基本理念に基づき、鎌倉における市民自治の原則を項目として表しました。詳細については後の項目で詳細に規定しています。
●　０６　市民の権利、０７　市民の責務について

・０６市民の権利と０７市民の責務は統合して「市民の権利と役割」にしてはどうか。
・０６の①と②と０７の③と④で構成してはどうか。
自治を進めるしくみ
０６　市民の権利と役割
○　市民は次に掲げる権利と役割を有する。

1 市民は、すべて人間として尊重され、平和の内に、健康で文化的な生活を営む権利を有する。
2 市民は、主権者として市政に参加する権利を有する。

3 市民は、鎌倉の歴史的遺産と自然を守るとともに、住みよい環境づくり、鎌倉らしい都市景観をつくりだす。

4 市民は、行政運営に伴う応分の負担を必要に応じ分担する。
5 市民は、政策の形成、執行、評価の課程に参加する権利を有する。

6 市民は、情報を共有する権利を有する。

7 市民は、行政サービスを受ける権利を有する。

（解説）
鎌倉市民憲章は、その本文の冒頭で「私たちは、お互いの友愛と連帯意識を進め、進んで市政に参加し、住民自治を確立します。」とうたっています。

そのため、この項目は市民の権利を列挙したものです。法で定めている選挙権、直接請求権、解職請求権などは当然のことなどであえてこの中には列挙していません。
０７　市民の責務

· 市民は次に掲げる責務役割を有する。

1 市民は、互いに自由と人権を尊重し、友愛と連帯意識を深めるものとする。

2 市民は、市政に進んで参加すると共に、参加にあたっては、自らの発言と行動に責任を持つ責務を有する。

3 市民は、鎌倉の歴史的遺産と自然を守るとともに、住みよい環境づくり、鎌倉らしい都市景観をつくりだす責務を有する。

4 市民は、行政運営に伴う負担を分担する責務を有する。

（解説）

市民の権利と同様に、市民憲章に書かれていることから、この項目で市民の責務役割を明記したものです。

特に、まちづくりに関し鎌倉らしさを尊重することを責務役割としてあげています。

納税の義務等は、費用負担と云うことで書いてあります。

●　０８　子どもについて

・子どもというと幼児を連想するので未成年者としてはどうか。
・「子どもの権利条約」はあえて書かなくても解説に入れてはどうか。
・まちづくりに参加する権利として書いたらどうか。
・「子ども」だけなので誤解を招いているので、表題は「子どもの権利」としてはどうか。
０７０８　子どもの権利
· 子どもは社会の一員であり、「子どもの権利条約」に定める権利を有する社会の一員である。し、そして、それぞれの年齢にふさわしい、まちづくりに参加する権利を有する。健やかに育つために必要な支援を受けることができる。

市民は、子どもの権利を擁護し、子どもが健やかに育つために必要な環境を率先して創る責務を有する。

（解説）
鎌倉市でも少子化が進んでいます。未来の鎌倉を託する子どもを大切にしていくためにあえてこの項目を設けます。

子どもの持つ権利を大切にすると共に、子ども達が健やかに育つために必要な環境をつくらなければなりません。

一方、子どもは、立派な社会の一員であり、社会に貢献する力を持っています。すでに鎌倉市議会では、教育の一環として「子ども議会」を開くことに協力していますが、これら子どもの意見や要望を市政に反映することが求められています。
●　０９　事業者について

・０３の（２）と関連する。
・責務だけでなく権利もあるので、表題は「事業者の権利と責務」としてはどうか。
０８０９　事業者の権利と責務

· 事業者は、固有の権利を行使するにあたり、地域社会を構成する一員としての社会的責任を自覚し、暮らしやすい地域社会をの実現する権利とに努める責務を有する。
事業者は鎌倉市の特性に配慮し、市民と連携して行動する。
（解説）
鎌倉市内において事業、活動を行う法人、団体は営利、非営利を問わず、市民生活と密接な関係を持ちます。よって市民自治を構成するものとしての自覚を促すことが必要です。

事業者も地域社会を構成する重要な一員として、地域福祉の充実や、地域経済の振興など豊かなまちづくりを進めるために市民との連携が求められます。

特に開発や建設など市民に関心のある行為を行う事業者にも、鎌倉市の地域社会形成に大きな影響を持つことから、本条例の趣旨の徹底が望まれます。

市と事業者が、それぞれの責任を果たしつつ協働していくことは大きな課題です。

この連携協力がうまくいけば鎌倉らしいまちづくりが進むことになります。
●次回全体討議について
・前文と０９までを議論したい。


	特 記 事 項

○　次回以降の策定推進合同委員会は、

第４７回　日時：平成２０年１０月２９日（水）午後６時～８時　本庁舎２階２０１会議室

第４８回　日時：平成２０年１１月　４日（火）午後６時～８時　本庁舎２階２０１会議室
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